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要旨 

   

日本経済は 1868 年の明治維新以降，アジアで最初に近代経済成長を開始し，第二次世

界大戦後の高度成長期を経て，1970 年ごろには欧州の主要国にほぼ追いついた．戦前の経

済成長率は西欧諸国とほぼ同水準であったものの，高度成長期に急激な産業構造の変化を

伴いながら，アメリカ・イギリスの 4 倍という高い成長率を達成したことが，このような

キャッチアップを可能とした．本論文では，このおよそ 100 年間に及ぶ経済成長の過程

を，近年整備された新たな GDP 推計にもとづき，成長会計の手法を用いて分析する．特

に，産業構造の変化，すなわち資源の再配分の効果が，経済成長にどのような影響を与え

たのかを明らかにするべく，第一次産業と非第一次産業に分けて分析を試みた．  

我々の分析の結果，以下の知見を得た．戦前の第一次産業は，企業勃興期から第一次世

界大戦ブーム期にかけて労働生産性の上昇が著しかったが，同期間の前半部分において

は， TFP の上昇がその主要因となっていたのに対し，後半部分については労働者 1 人あた

り資本ストックおよび耕地面積の寄与が相対的に大きかった．非第一次産業では，戦前期

のほぼ全期間を通じて，TFP の上昇が労働生産性上昇を説明する主要因であった．戦後に

ついては，高度成長の源泉は TFP の上昇と労働者 1 人あたり資本ストックの増加の寄与で

あったが，その上昇率は非第一次産業で圧倒的に大きかった．また，これらの成長要因と

比較すると，資源の再配分効果は限定的なものであった．   
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英文タイトル・英文要旨 

Structural Change, Capital Deepening, and TFP Growth in Japan: 1885-1970 

Kyoji Fukao, Tatsuji Makino and Tokihiko Settsu 

 

After the Meiji Restoration of 1868, Japan modernized its institutions and economic growth gradually 

picked up. Growth accelerated especially during the so-called high-speed growth era from 1955 to 

1970, when Japan rapidly caught up with Western economies. The long-term sustained high-speed 

growth recorded during this period was unprecedented not only in Japan but worldwide. While other 

East Asian countries such as Singapore, Taiwan, South Korea, and China subsequently also 

experienced remarkable growth over a prolonged period, Japan’s place in history as the first country 

to record such sustained high-speed growth means that its experience continues to garner worldwide 

interest. Using newly constructed Hitotsubashi estimates of Japan’s historical GDP statistics and a 

growth accounting flamework, we analyze the sources of Japan’s economic growth from 1885 to 1970 

and try to answer why Japan was not able accomplish such high-speed growth before 1955. Since until 

the mid-1960s the primary sector accounted for a large share of economic activity and was a major 

determinant of overall economic growth, we use a Hayashi and Prescott (2008) type two-sector model 

in which the economy overall is divided into the primary sector and the non-primary sector. 
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1．はじめに 

日本は，1868 年の明治維新以降，アジアで最初に近代経済成長を開始し（Maddison 2006, 

2007），1970 年頃には，人口 1 人当たり GDP で見て，英独仏など欧州主要国にほぼ追いつ

いた．本論文では新しく推計した GDP をはじめとする統計と一橋大学の長期経済統計

（LTES）を使って（データの出所については付表 1 の注参照），1885-1970 年における日本

の経済成長を，成長会計分析の手法で調べてみる． 

大川（1969）が趨勢加速（trend acceleration）と呼んだように，1970 年頃までの日本経済

の発展は，経済成長が次第に加速する特徴を持っていた．図 1 が示すとおり，特に高度成長

期（1955-70 年）には，世界でも先例が希な，急速で持続的な成長を達成した（小宮 1975，

第 1 章）．一方，太平洋戦争前における人口 1 人当たり GDP の増加率は，米英と比べて著し

く高いわけではない．分析対象の全期間 1885-1970年を，太平洋戦争とその後の復興期（1940-

55 年）は除いて，近代化の初期にあたる明治期（1885-1913 年），第一次大戦による輸入代

替や軍需により重化学工業を中心とする製造業が拡大した大正・昭和戦前期（1913-40 年），

高度成長期（1955-70 年）の 3 つの期間について，人口 1 人当たり GDP の平均増加率（年

率）を日本，英国，米国間で比較すると，明治期にはそれぞれ 1.2，1.1，1.7%と，英国とほ

ぼ並び，米国に後れをとっていた日本は，大正・昭和戦前期には 2.6，1.2，1.0%と英米を上

回り，高度成長期には，8.4，2.1，2.1%と，英米の 4 倍の成長率を達成した． 

 

図 1．人口 1 人あたり GDP（1990 年国際ドル）の推移：日米英比較，1874－2010 年 

 
出所：日本については，付表 1 参照．米英については，New Maddison Project Database 2013， 
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https://www.rug.nl/ggdc/historicaldevelopment/maddison/releases/maddison-project-database-2013 

より得た． 

注：縦軸は対数目盛である． 

 

高度成長期には，太平洋戦争前と比較して，もう一つ重要な特徴がある．Hayashi and 

Prescott (2008) でも既に指摘されたように，この時期には，産業構造がそれまでになく急速

に変化し，第一次産業における生産要素投入シェアや付加価値シェアが大幅に低下した（図

2，3 参照）． 

資本や労働がより報酬の高い産業に移動すれば，経済全体の資源配分が効率化すること

により，その分 GDP を大きくさせる効果がある．高度成長期において，このような資源の

再配分は日本の経済成長をどれほど加速したのだろうか．この問題に答えるため，我々はマ

クロ経済全体を第一次産業と非第一次産業に分けて，成長会計分析を行う．1 

 

図 2．日本の総労働投入の産業別シェア 

 
出所：付表 1 参照．労働投入は，労働者数で測っている． 

                                                      
1 なお，明治期以降について，速水 (1973) が農業，大川・ロソフスキー (1973) が農業，鉱

工業，公益産業，建設業，サービス業，南・牧野 (2002) が第一次産業および鉱工業を対象

に，成長会計分析を行っている。また，産業別ではないが Maddison (2007)も明治期以降の

全産業を対象に成長会計分析を試みている。1955 年以降の日本に関する産業別成長会計分

析については，Jorgenson, Nomura and Samuels (2016) 参照． 
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図 3．日本の名目付加価値の産業別シェア 

 

出所：付表 1  

注：データのない年次については直線補完した。 

 

なお，本論文のような，産業間の資源配分を考慮した成長会計分析の手法については，

Jorgenson et al. (2007)が詳しい．また明治期以降の日本に関する同様の視点からの分析とし

て Sonobe and Otsuka (2001)，Hayashi and Prescott (2006)がある．ただし両分析とも，基本的

に旧来の LTES に基づいており，副業を考慮していないこと，第二次大戦前の GDP 成長率

を高めに見積もっていること，などの点で本論文の分析と異なる．2 

                                                      
2 なお，脚注 1 で言及した Jorgenson, Nomura and Samuels (2016) や 1970 年以降を対象とす

る日本産業生産性（JIP）データベースの分析（例えば，深尾・宮川編 2008，第 1 章）は産

業レベルの成長会計分析を行っているものの，各産業で投入される生産要素はお互いに異

なると想定しているため，資源の再配分効果を分析していない．たとえば，労働者が低賃金

の産業から高賃金の産業に移動したことによる GDP 増加を，本論文では労働の産業間配分

効率化による TFP 上昇が生み出したと見なすのに対し，Jorgenson, Nomura and Samuels (2016) 

や深尾・宮川編 （2008，第 1 章）では，労働の質上昇による労働投入増加が生み出した効

果の一部と見なしている．このような成長会計分析手法の違いについては，Jorgenson et al. 

(2007) および深尾・宮川編 （2008，第 3 章）参照．なお，Jorgenson, Nomura and Samuels 
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論文の構成は，以下の通りである．まず次節では，2 部門モデルによる成長会計分析の方

法と利用したデータについて説明する．第 3 節では，成長会計の結果を報告する．最後に第

4 節では，本論文で得られた主な知見をまとめる． 

 

2．成長会計の方法と利用したデータ 

本論文における 2 部門モデルを前提とした成長会計の方法は以下の通りである．第一次産

業 p では労働 Lp, 資本 Kp，および土地 Ap が，また非第一次産業 n では，労働 Ln, および資

本 Kn，が投入され，実質付加価値 Yp と Yn が生産されているとする．2 産業における生産関

数が規模に関して収穫一定で，十分に滑らかであり，生産要素投入量も時間を通じて滑らか

に変化していくとすると，サプライサイドの視点から，実質付加価値の増加率（当該年から

翌年にかけての成長率で，対数値の差として算出する）を，以下のように近似することがで

きる． 

 

𝑌𝑌�𝑝𝑝 = 𝑠̅𝑠𝐾𝐾,𝑝𝑝𝐾𝐾�𝑝𝑝 + 𝑠̅𝑠𝐿𝐿,𝑝𝑝𝐿𝐿�𝑝𝑝 + 𝑠̅𝑠𝐴𝐴,𝑝𝑝𝐴̂𝐴𝑝𝑝 + 𝑍̂𝑍𝑝𝑝 (1) 

𝑌𝑌�𝑛𝑛 = 𝑠̅𝑠𝐾𝐾,𝑛𝑛𝐾𝐾�𝑛𝑛 + 𝑠̅𝑠𝐿𝐿,𝑛𝑛𝐿𝐿�𝑝𝑝 + 𝑍̂𝑍𝑛𝑛 (2) 

 

ただし，^は各変数の（対数の差の形で表した）増加率を，¯は各変数の当該年と翌年におけ

る平均値を，sj,iは i 産業における生産要素 j の分配率を， Zi は産業 i における全要素生産性

（TFP）を表す．各産業において全ての生産要素に関する分配率 sj,i の和は，常に 1 に等し

い．二つの式の両辺からそれぞれの産業の労働投入の増加率を引き，分配率の和が 1 である

ことを使うと，次式を得る． 

 

 𝑌𝑌�𝑝𝑝 − 𝐿𝐿�𝑝𝑝 = 𝑠̅𝑠𝐾𝐾,𝑝𝑝�𝐾𝐾�𝑝𝑝 − 𝐿𝐿�𝑝𝑝�+ 𝑠̅𝑠𝐴𝐴,𝑝𝑝�𝐴̂𝐴𝑝𝑝 − 𝐿𝐿�𝑝𝑝�+ 𝑍̂𝑍𝑝𝑝 (3) 

 𝑌𝑌�𝑛𝑛 − 𝐿𝐿�𝑛𝑛 = 𝑠̅𝑠𝐾𝐾,𝑛𝑛�𝐾𝐾�𝑛𝑛 − 𝐿𝐿�𝑛𝑛�+ 𝑍̂𝑍𝑛𝑛 (4) 

 

2 つの式において，左辺は各産業における労働生産性の上昇率を，右辺第 1 項は労働者 1 人

あたり資本ストックの増加が労働生産性上昇を上昇させる効果を，右辺の最後の項は TFP

の上昇率を表す．また 1 番目の式の右辺第 2 項は，第一次産業において労働者 1 人あたり

土地投入の増加が労働生産性を上昇させる効果を表す． 

次に，マクロ経済に関する成長会計について説明する．名目 GDP に占める第一次産業のシ

ェアを θp と表すと，実質 GDP，Y の成長率は次式で近似できる． 

 

 𝑌𝑌� = 𝜃̅𝜃𝑝𝑝𝑌𝑌�𝑝𝑝 + �1− 𝜃̅𝜃𝑝𝑝�𝑌𝑌�𝑛𝑛  (5) 

                                                      
(2016)では，資本の産業間配分効率化の効果も資本の質上昇による資本投入増加の効果の一

部と見なされている可能性が高い． 
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なお，成長会計では実質 GDP を上記のような連鎖指数として算出しているため，付録表の

実質 GDP から算出される成長率と第 1 節で言及した一橋推計は，僅かに異なる． 

上式右辺に， (1)，(2)式を代入すると次式を得る． 

 

𝑌𝑌� = 𝜃̅𝜃𝑝𝑝𝑠̅𝑠𝐾𝐾,𝑝𝑝𝐾𝐾�𝑝𝑝 + �1 − 𝜃̅𝜃𝑝𝑝�𝑠̅𝑠𝐾𝐾,𝑛𝑛𝐾𝐾�𝑛𝑛 + 𝜃̅𝜃𝑝𝑝𝑠̅𝑠𝐿𝐿,𝑝𝑝𝐿𝐿�𝑝𝑝 + �1 − 𝜃̅𝜃𝑝𝑝�𝑠̅𝑠𝐿𝐿,𝑛𝑛𝐿𝐿�𝑛𝑛 + 𝜃̅𝜃𝑝𝑝𝑠̅𝑠𝐴𝐴,𝑝𝑝𝐴̂𝐴𝑝𝑝 + 𝜃̅𝜃𝑝𝑝𝑍̂𝑍𝑝𝑝 + �1− 𝜃̅𝜃𝑝𝑝�𝑍̂𝑍𝑛𝑛 

  (6) 

 

上式は，マクロ経済の成長の源泉をサプライサイドから分解した成長会計式となっている．

右辺の最初の 2 項は 2 産業における資本蓄積の寄与，次の 2 項は 2 産業における労働投入

増加の寄与，5 番目の項は土地投入増加の寄与，最後の 2 項は 2 産業における TFP 上昇の

寄与をあらわす．右辺最初の 2 項は，以下のように近似することができる． 

 

𝜃̅𝜃𝑝𝑝𝑠̅𝑠𝐾𝐾,𝑝𝑝𝐾𝐾�𝑝𝑝 + �1 − 𝜃̅𝜃𝑝𝑝�𝑠̅𝑠𝐾𝐾,𝑛𝑛𝐾𝐾�𝑛𝑛

= 𝑠̅𝑠𝐾𝐾𝐾𝐾� +
𝐾𝐾𝑝𝑝
𝐺𝐺
�
𝑠̅𝑠𝐾𝐾,𝑝𝑝𝜃̅𝜃𝑝𝑝𝐺𝐺
𝐾𝐾𝑝𝑝

−
𝑠̅𝑠𝐾𝐾𝐺𝐺
𝐾𝐾
��𝐾𝐾�𝑝𝑝 − 𝐾𝐾��+

𝐾𝐾𝑛𝑛
𝐺𝐺
�
𝑠̅𝑠𝐾𝐾,𝑛𝑛𝜃̅𝜃𝑛𝑛𝐺𝐺
𝐾𝐾𝑛𝑛

−
𝑠̅𝑠𝐾𝐾𝐺𝐺
𝐾𝐾
��𝐾𝐾�𝑛𝑛 − 𝐾𝐾�� 

 

ただし sK は経済全体の資本分配率，K は経済全体の資本ストック，G は名目 GDP である．

上式右辺第 1 項は，2 産業における資本ストックの増加率が等しい（この時，各産業の資本

ストック増加率は経済全体の資本ストック増加率とも等しくなる）場合における，資本スト

ック増加の経済成長への寄与を表す．右辺第 2 項の括弧内は，第一次産業における資本収益

率と経済全体の平均的な資本収益率の差を表す．この項は，第一次産業の資本収益率が特に

低い場合には，第一次産業の資本ストック増加率が経済全体の資本ストック増加率を下回

ることによって経済成長率が高まることを示す．右辺第 3 項は，非一次産業に関する同様の

項である．上式右辺の第 2 項と第 3 項の和はマクロ経済に関する我々の成長会計において，

資本の産業間配分効率化による TFP 上昇効果を表す．これを ΩK と略記する． 

同様に，(6) 式右辺第 3 項と第 4 項は，以下のように近似することができる． 

  

 𝜃̅𝜃𝑝𝑝𝑠̅𝑠𝐿𝐿,𝑝𝑝𝐿𝐿�𝑝𝑝 + �1− 𝜃̅𝜃𝑝𝑝�𝑠̅𝑠𝐿𝐿,𝑛𝑛𝐿𝐿�𝑛𝑛 = 𝑠̅𝑠𝐿𝐿𝐿𝐿� + 𝐿𝐿𝑝𝑝
𝐺𝐺
�𝑠𝑠𝐿̅𝐿,𝑝𝑝𝜃𝜃�𝑝𝑝𝐺𝐺

𝐿𝐿𝑝𝑝
− 𝑠𝑠𝐿̅𝐿𝐺𝐺

𝐿𝐿
� �𝐿𝐿�𝑝𝑝 − 𝐿𝐿��+ 𝐿𝐿𝑛𝑛

𝐺𝐺
�𝑠𝑠𝐿̅𝐿,𝑛𝑛𝜃𝜃�𝑛𝑛𝐺𝐺

𝐿𝐿𝑛𝑛
− 𝑠𝑠𝐿̅𝐿𝐺𝐺

𝐿𝐿
� �𝐿𝐿�𝑛𝑛 − 𝐿𝐿�� 

 

ただし sL は経済全体の労働分配率，L は経済全体の労働投入を表す．資本ストックの場合と

同様に，上式右辺の第 2 項と第 3 項の和はマクロ経済に関する我々の成長会計において，

労働の産業間配分効率化による TFP 上昇効果を表す．これを ΩLと略記する．なお，経済全

体の分配率について次式が成り立つ． 

 



7 

 𝑠̅𝑠𝐾𝐾 + 𝑠̅𝑠𝐿𝐿 + 𝜃̅𝜃𝑝𝑝𝑠̅𝑠𝐴𝐴,𝑝𝑝 = 1 

 

(5)式の両辺から経済全体の労働投入Lの増加率を引き，上記の諸関係を使うと次式を得る． 

 

 𝑌𝑌� − 𝐿𝐿� = 𝑠̅𝑠𝐾𝐾�𝐾𝐾� − 𝐿𝐿��+ 𝜃̅𝜃𝑝𝑝𝑠̅𝑠𝐴𝐴,𝑝𝑝�𝐴̂𝐴𝑝𝑝 − 𝐿𝐿��+ 𝜃̅𝜃𝑝𝑝𝑍̂𝑍𝑝𝑝 + �1− 𝜃̅𝜃𝑝𝑝�𝑍̂𝑍𝑛𝑛 + Ω𝐾𝐾 + Ω𝐿𝐿 (7) 

 

マクロ経済に関する成長会計には，上式を用いた．この式の左辺は，マクロ経済全体の労働

生産性の上昇率である．右辺第 1 項は，マクロ経済全体の労働者 1 人当たり資本投入増加

の寄与，第 2 項はマクロ経済全体の労働者 1 人当たり土地投入増加の寄与，第 3 項は，第一

次産業内における TFP 上昇の寄与，第 4 項は非第一次産業における TFP 上昇の寄与，第 5

項は資本の産業間配分効率化による TFP 上昇効果，第 6 項は労働の産業間配分効率化によ

る TFP 上昇効果を表す． 

なお，戦前期に関するデータの制約のため，労働投入は，戦前期は有業者数，戦後期は就

業者数で測る．このため，労働者 1 人当たりの労働時間増加や教育水準や熟練の向上による

労働の質上昇が GDP を増加させる効果は，我々の成長会計では，計測される全要素生産性

上昇の中に混入していることになる．また資本投入についても，資本サービスではなく資本

ストックで測る（両者の差は資本の質の上昇と呼ばれる）．3 高度成長期については，労働

や資本の質上昇の寄与のデータが利用可能であり，それらを考慮したとき，成長会計の結果

がどれほど変わるかについて評価することができる．この点については，後述する． 

成長会計分析に利用したデータは，付表 1 と 2 に収録した．以下ではデータ作成方法の

概略を記す。作成方法の詳細については，付表の脚注を見られたい． 

まず 1885-1940 年のデータ（付表 1）について解説する． 

第一次産業および非第一次産業における実質付加価値と就業者数は付表 1（労働時間の変

動は考慮しない）による． 

第一次産業の資本ストックのうち農業の動植物，農業機械は梅村他（1966）pp. 212-213 第

29 表の純資本，林業と水産業は大川他（1966）pp. 156-159 第 4 表の純資本計を利用した．

                                                      
3 企業が，構築物のように減耗率の低い資本ストックだけでなく，機械設備のように減耗率

が高かったり，技術革新で値下がりし資本損失をしばしば生み出すため投入コストが高く

ついたりする資本ストックも投入するのは，後者の投入からは，高い投入コストに見合った

生産への大きな寄与が見込めるためであると考えられる．従って，同じ市場価値の資本財で

も，投入コストが割高な資本財ほど，生産への寄与が大きいはずである．このような視点か

ら，投入コストの違いを考慮して資本財別に資本サービスを推計しこれを集計するのが，資

本サービスの考え方である．投入コストが高い資本財の割合が増えれば，同じ資本ストック

額でも資本サービス投入は大きくなると考えられる．このような資本構成変化による資本

サービス投入増加は，資本の質の上昇と呼ばれる． 
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農業の小農具について，大川他（1974）では農具ストックに含めない方針に変更しているこ

とから我々も同様に処理した．農業の非住宅建物構築物については大川他（1974）pp. 92 表

5-18 の系列を純資本に変換して利用した．以上の各資本を全て合計したものを第一次産業

の資本ストックとした．非第一次産業の資本ストックは大川他（1966）pp. 160-163 第 5 表の

純資本計と同書 pp. 164-165 第 6 表の純資本計（農家住宅と非農家住宅の合計）を合計した

ものとした．第一次産業の土地投入については，速水 (1973，pp. 205-207，付録表 C-4)の耕

地（田＋畑）面積を使った． 

第一次産業の労働・土地分配率は速水 (1973, p. 37, 表 2-7)の農業総産出における要素分

配率の推計方法に準拠し，付加価値に占める労働・土地分配率の時系列を算出しこれを用い

た．非第一次産業の労働分配率（自営業の労働所得を含む）は大川・南編 (1975，pp. 616-

617，付表 18) から得た．大川・南の推計は民間部門のみを対象としているため，我々は政

府部門の労働分配率もこれと同じと仮定していることになる． 

 次に 1940-1970 年データ（付表 2）の概略を説明する。 

 付加価値（名目、実質とも）や有業者数・就業者数については、付表 2 の脚注に示した通

り、経済審議庁（1954）、昭和 40 年基準改定国民所得統計、平成 2 年基準国民経済計算、溝

口・野島（1993）等をリンクして作成している。また、労働・資本・土地分配率の推計は付

表１と同様に速水（1973）、大川・南編（1975）に準拠している。 

 一方、資本ストックについては、特に第二次大戦を含む 1940-1955 年に関する統計・資料・

分析が十分ではなく、LTES においても第一次産業（民間・非企業）の推計に留まっている。

よって、日本全体の資本ストックを把握するには、民間企業（非第一次産業）、住宅（民間・

政府）、政府（住宅を除き、現業・非現業、道路や治山治水等の社会資本も含む）を追加推

計する必要がある。本論文では、民間企業については経済企画庁（1966）を基本とし、この

推計を 1940 年まで遡及、1970 年まで延長した。また、住宅、政府については LTES、昭和

40 年基準改定国民所得統計、平成 2 年基準国民経済計算、経済企画庁（1986）等により投

資額、デフレータを整備し、恒久棚卸法で推計した。 

なお、付表 2 の第一次産業の資本ストックは，LTES による第一次産業の資本ストックと

政府のうち第一次産業（農業基盤整備等の第一次産業関連）分の資本ストックの和に等しい．

一方，付表 2 の非第一次産業の資本ストックは，民間企業，住宅（民間・政府），政府（住

宅と第一次産業振替分を除く全て）の資本ストックの和に等しい． 

 

4．供給サイドから見た経済成長の源泉：1885-1970 年 

成長会計分析の結果は，表 1 から表 3 と図 4 から図 6 にまとめた． 

まず，マクロ経済全体に関する結果を見てみよう（表 3 及び図 6 参照）．表 3 の第 2 列（a

列）には，労働生産性上昇率（期中平均，年率，以下同様）が載せてある．次の 3 列（b か

ら d 列）は，これを労働者 1 人あたり資本ストック増加の寄与，労働者 1 人あたり耕地面積

拡大の寄与， TFP 上昇率に分解している．その次の 3 列（e から g 列）は，TFP 上昇率を，
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各産業内で生じた TFP 上昇の寄与と労働及び資本の産業間再配分効果に分解している．ま

たマクロ経済全体の労働生産性上昇率（a 列）に労働者数の増加率（h 列）を足すと，実質

GDP 成長率（i 列）が得られる．さらに，実質 GDP 成長率から人口増加率（j 列）を引くと，

人口 1 人当たり実質 GDP 増加率（k 列）が得られる．なお，人口に占める労働者の割合が

上昇すると，労働生産性上昇率以上に人口 1 人当たり GDP の増加率が高くなる．最後の列

（l 列）は，この効果を表している． 

太平洋戦争の混乱期（1940-55 年）を除いて，明治期（1885-1913 年），大正・昭和戦前期

（1913-40 年），高度成長期（1955-70 年）について，成長会計分析の結果を比較すると，第

1 節で述べたように，また図 6 の実線が示すとおり，日本の実質 GDP 成長は次第に加速し

てきた．これには，就業者数増加率（図 6 では実線と破線の差で表されている）の上昇も寄

与したが，経済成長加速の主因は，労働生産性上昇率の上昇であった．明治期から大正・昭

和戦前期にかけては，労働生産性の上昇率が 1.77％から 2.92％に加速した．また高度成長期

には，労働生産性の上昇率が 7.60％と，さらに大幅に加速した． 

労働生産性上昇の源泉を比較すると，表 3 が示す通り，3 つの期間共に TFP 上昇の寄与

が，労働者 1 人当たり資本ストック増加の寄与を上回っていた．特に太平洋戦争前において

は，労働者 1 人当たり資本ストック増加の寄与は 1％ポイント未満と小さく，経済成長を主

導したのは TFP の上昇であった．一方，高度成長期には，労働者 1 人当たり資本ストック

増加の寄与も 2.64％ポイントとかなり大きくなった．TFP 上昇の主因は，どの期間について

も各産業内における TFP 上昇であり，労働の産業間配分効率化による TFP 上昇は，TFP 上

昇効果全体の 5 分の 1 程度の寄与をした．特に高度成長期には，賃金率が低い第一次産業

の労働投入シェアが急落したため，労働の産業間配分効率化効果は年率 0.96％ポイントと，

戦前期よりもかなり大きくなった．これは高度成長期の GDP を 15％増加させる効果を持っ

た（exp (0.0096×15) = 1.15）．一方，資本の産業間再配分効果は，どの期間も比較的小さか

った．なお，経済全体の労働者 1 人当たり耕地面積は，大正期以降減少したため，大正期以

降の効果はマイナスであった． 

なお，産業別に成長会計分析の結果を見ると，非第一次産業については図 5 が示す通り，

マクロ経済全体とほぼ同様に，次第に加速する TFP 上昇と労働者 1 人あたり資本ストック

増加が，実質生産拡大を牽引したことが分かる．特に，松方デフレ後の第一次企業勃興と日

清戦争を経て，近代経済成長への道を着実に進みつつあった 1899 年から 1913 年の期間に

おいて，労働者 1 人あたりの資本ストックの増加の寄与が，相対的に大きかったことは注目

に値する．このことは，製糸業における器械製糸の普及といった事実と整合的ではあるが，

サービス業や交通・通信業を含む他の産業において具体的にどのような変化があったのか

についても，今後より詳しく検討する必要があるだろう．また，労働の第一次産業からの流

入を反映して．労働者数の増加も生産拡大に大きく寄与したという点も指摘しておきたい． 

一方，第一次産業については，1899 年から 1926 年にかけて労働生産性の上昇が著しかっ

たが，同期間の前半部分においては，TFP の上昇がその主要因となっていたのに対し，後半
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部分については労働者 1 人あたり資本ストックおよび耕地面積の寄与が相対的に大きかっ

た．これは，前半部においていわゆる老農技術とよばれる在来的な農業技術を体系化した明

治農法の普及が労働生産性上昇に大きく貢献したことを示している．4 一方，後半において

は，耕地の拡大と農具等の資本ストック増加の寄与が相対的に大きくなったことを示唆し

ているが，このことが戦間期に進展したとされる中農標準化とどのような関連性を持つの

かについては，今後さらなる分析が必要であろう．5 戦後については，太平洋戦争による TFP

下落からの回復もおそらく反映して，1965 年頃までは TFP 上昇が堅調であったものの，そ

れ以降は TFP が下落した．また戦後は，労働投入が大幅に減少する一方，労働者 1 人当た

り資本ストック増加が実質生産を支えた． 

以上見てきたように，日本の経済成長の趨勢加速は，第一に，非第一次産業を中心に産業

内での TFP 上昇が加速したこと，第二に，高度成長期を中心に労働者 1 人当たり資本スト

ック増加の寄与が大幅に上昇したことが，生み出したと考えられる．なお，図 7 には，生産

要素増加と TFP 上昇が，マクロ経済の労働生産性上昇にどれほど寄与したかを，累積値の

形で表している．各効果の積が労働生産性上昇に等しいが，図 7 は縦軸を対数目盛にしてい

るため，各効果の縦軸方向の高さの和が，労働生産性上昇に等しくなっている．1885 年か

ら 1970 年までの累積効果で見ると，労働生産性は 9 倍弱まで上昇したが，そのうち TFP 上

昇は労働生産性を 3 倍にする効果を，労働者 1 人あたり資本ストック増加が労働生産性を 2

倍にする効果を，労働の産業間配分効率化が労働生産性を 1.4 倍にする効果を持っていた．

その他の効果，すなわち労働者 1 人あたり耕地面積拡大の寄与と資本の産業間再配分効果

は，全期間の累積値で見ると，共に 2％未満と，無視できるほど小さかった．  

                                                      
4 有本・坂根（2017），八木（1990） 
5 坂根・有本（2017），八木（1990） 



11 

表 1．第一次産業における成長会計分析の結果：1885－1970 年（期中平均，年率） 

 
出所：付表 1 及び 2 のデータに基づき算出した． 

 

図 4．供給サイドから見た第一次産業実質付加価値増加の源泉：1885－1970 年（期中平

均，年率） 

 

出所：表 1 参照． 

  

労働生産性
の上昇率

労働者１人
あたり資本
ストック増
加の寄与

労働者1人
あたり耕地
面積拡大の
寄与

TFP上昇率
労働者数の
増加率

実質付加価
値の増加率

a=b+c+d b c d e f=a+e
1885-1899 0.82% 0.07% 0.15% 0.60% 0.05% 0.88%
1899-1913 1.62% 0.14% 0.17% 1.30% 0.18% 1.80%
1913-1926 1.47% 0.32% 0.29% 0.86% -0.59% 0.88%
1926-1940 0.50% 0.24% 0.06% 0.21% 0.08% 0.58%
1940-1945 -7.52% -0.13% -0.22% -7.17% 0.80% -6.71%
1945-1950 0.97% -0.12% -0.10% 1.18% 3.11% 4.08%
1950-1955 5.54% 0.45% 0.03% 5.07% -0.51% 5.02%
1955-1960 5.26% 0.81% 0.72% 3.73% -2.34% 2.91%
1960-1965 4.16% 1.47% 0.94% 1.75% -3.83% 0.33%
1965-1970 0.49% 2.26% 0.44% -2.22% -2.78% -2.29%
明治期：1885-1913 1.22% 0.11% 0.16% 0.95% 0.11% 1.34%
大正・昭和戦前期：1913-40 0.97% 0.28% 0.17% 0.52% -0.24% 0.72%
高度成長期：1955-70 3.30% 1.51% 0.70% 1.09% -2.98% 0.32%
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第一次産業の成長会計分析：1885-1970年

労働者数の増加
労働者１人あたり資本ストック増加の寄与
TFP上昇
労働者1人あたり耕地面積拡大の寄与
労働生産性の上昇
実質付加価値の増加
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表 2．非第一次産業における成長会計分析の結果：1885－1970 年（期中平均，年率） 

 
出所：付表 1 及び 2 のデータに基づき算出した． 

 

図 5．供給サイドから見た非第一次産業実質付加価値増加の源泉：1885－1970 年（期中平

均，年率） 

 

出所：表 2 参照． 

労働生産性
の上昇率

労働者１人
あたり資本
ストック増
加の寄与

TFP上昇率
労働者数の
増加率

実質付加価
値の増加率

a=b+c b c d e=a+d
1885-1899 1.74% 0.27% 1.46% 1.41% 3.14%
1899-1913 1.58% 0.79% 0.79% 0.87% 2.44%
1913-1926 2.53% 0.59% 1.94% 2.17% 4.70%
1926-1940 2.67% 0.70% 1.97% 1.82% 4.49%
1940-1945 0.48% -0.03% 0.51% -4.79% -4.31%
1945-1950 -5.87% -1.33% -4.53% 5.34% -0.53%
1950-1955 2.85% 0.50% 2.35% 4.26% 7.11%
1955-1960 4.48% 1.22% 3.27% 4.86% 9.34%
1960-1965 6.01% 2.94% 3.07% 4.04% 10.05%
1965-1970 9.29% 3.18% 6.11% 3.19% 12.48%
明治期：1885-1913 1.66% 0.53% 1.13% 1.14% 2.79%
大正・昭和戦前期：1913-40 2.60% 0.65% 1.96% 1.99% 4.59%
高度成長期：1955-70 6.60% 2.45% 4.15% 4.03% 10.62%
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表 3．マクロ経済における成長会計分析の結果：1885－1970 年（期中平均，年率） 

 
出所：付表 1 及び 2 のデータに基づき算出した． 

 

労働生産性
の上昇率

労働者１人
あたり資本
ストック増
加の寄与

労働者1人
あたり耕地
面積拡大の
寄与

TFP上昇率
各産業内で
生じたTFP
上昇の寄与

労働の産業
間配分効率
化による
TFP上昇

資本の産業
間配分効率
化による
TFP上昇

労働者数の
増加率

実質GDP成
長率

人口増加率

人口1人あ

たり実質
GDPの増加

率

労働者・人
口比率の上
昇率

a=b+c+d b c d=e+f+g e f g h i=a+h j k=i-j l=h-j
1885-1899 1.75% 0.29% 0.00% 1.47% 1.19% 0.27% 0.00% 0.56% 2.31% 0.94% 1.36% -0.38%
1899-1913 1.80% 0.62% 0.03% 1.15% 1.02% 0.12% 0.02% 0.46% 2.26% 1.21% 1.04% -0.76%
1913-1926 3.02% 0.84% -0.03% 2.21% 1.72% 0.46% 0.02% 0.69% 3.72% 1.26% 2.45% -0.57%
1926-1940 2.82% 0.81% -0.04% 2.05% 1.69% 0.32% 0.04% 1.02% 3.84% 1.17% 2.66% -0.16%
1940-1945 -2.46% -0.76% 0.01% -1.71% -0.60% -0.78% -0.33% -2.19% -4.65% 0.04% -4.68% -2.23%
1945-1950 -3.93% -0.74% -0.04% -3.15% -3.46% 0.33% -0.01% 4.26% 0.33% 2.89% -2.56% 1.36%
1950-1955 4.52% 0.80% -0.04% 3.76% 2.87% 0.80% 0.09% 2.15% 6.67% 1.41% 5.26% 0.74%
1955-1960 6.14% 1.51% -0.08% 4.71% 3.33% 1.22% 0.17% 2.19% 8.33% 0.91% 7.43% 1.28%
1960-1965 7.20% 3.10% -0.06% 4.16% 2.92% 1.03% 0.21% 1.78% 8.98% 1.01% 7.97% 0.76%
1965-1970 9.46% 3.33% -0.05% 6.18% 5.47% 0.63% 0.08% 1.86% 11.32% 1.08% 10.24% 0.78%
明治期：1885-1913 1.77% 0.45% 0.01% 1.31% 1.11% 0.19% 0.01% 0.51% 2.28% 1.08% 1.20% -0.57%
大正・昭和戦前期：1913-40 2.92% 0.83% -0.04% 2.13% 1.71% 0.39% 0.03% 0.86% 3.78% 1.22% 2.56% -0.36%
高度成長期：1955-70 7.60% 2.64% -0.06% 5.02% 3.91% 0.96% 0.15% 1.94% 9.55% 1.00% 8.55% 0.94%
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図 6．供給サイドから見た実質 GDP 増加の源泉：1885－1970 年（期中平均，年率） 

 
出所：表 2 参照． 

 

図 7．生産要素増加と TFP 上昇のマクロ経済労働生産性増加への寄与の累積値 

 
出所：付表 1 及び 2 のデータに基づく． 

注：縦軸は対数目盛である．  
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以上見てきたように日本においては，高度成長期だけでなく戦間期や更には明治期にお

いても，各産業内における TFP の上昇が成長の主たる源泉であった． 

なお，先にも述べたように我々は労働投入を労働者数で，資本投入を資本ストックで測っ

ているため，労働者 1 人当たり労働時間の延長や，労働や資本の質（脚注 3 参照）が上昇し

た効果が，計測された TFP 上昇に混入している可能性があることに注意する必要がある． 

1955 年以降については，労働や資本の質を計測する基礎となるデータや先行研究がある

ため，質上昇の影響について確認することができる．国勢調査等を用いた我々の推計によれ

ば，労働の質上昇は高度成長期（1955-70 年）の間に労働生産性の上昇を年率 0.82％上昇さ

せた．一方，労働者 1 人当たり労働時間の増加の影響は，この時期ほとんど無かった．一

方，Jorgenson, Nomura and Samuels (2016) の表 13.3 によれば，同じ時期に資本の質上昇が

TFP 上昇を 1％ポイント強程度引き上げていると考えられる．従って，高度成長期について

我々が計測した TFP 上昇（年率平均値，生産要素の産業間配分効率化効果を含む）5.02％

（表 3）のうち約 4 割は，労働や資本の質上昇（生産要素の産業間配分効率化効果を含む）

で起きたことになる．6 

このように，高度成長期においては，労働や資本の質上昇の効果が TFP 上昇に混入して

いる可能性が高いが，技術の向上が経済成長に寄与した効果も無視できないと考えられる．

一方，戦前期については，労働の質や労働時間に関する正確なデータを得ることが難しいた
め，戦後と同様の分析は難しい．これらの要因を可能な限り考慮して戦前の日本の TFP上
昇率を計測しようとした研究に，大川・ロソフスキー（1973）がある．同書によれば，初等
教育の普及率が明治から昭和にかけて急速に上昇したので，1900 年から 1940 年にかけて
労働の質の上昇があったことは明らかであるとしつつも，このことが TFP上昇率に与える
影響は，極めて限定的であると結論づけている。7 また，労働時間については，数値そのも
のは示されていないものの，資本稼働率（同書の用語では，資本利用率）の変化率に 0.5を
乗じたものを労働時間の変化率とするというその推計方法から判断すると，（資本稼働率の
変化率は，ほとんどの年次でマイナスとなっているので）大川らは 1900 年から 1940 年に
かけて労働時間は短縮したと想定していると判断できる。8 さらに，古典的な労働時間の研

                                                      
6 Jorgenson, Nomura and Samuels (2016) の表13.3によれば，労働の質上昇は高度成長期（1955-

70 年）の間に労働生産性の上昇を年率 0.89％上昇させたという．なお，脚注 2 で述べたよ

うに，労働や資本の産業間配分効率化による経済成長の大部分は，Jorgenson, Nomura and 

Samuels (2016) の推計では，労働や資本の質上昇の効果に含まれていると考えられる． 
7 大川・ロソフスキー（1973）pp. 63-73． 
8 大川・ロソフスキー（1973）pp. 60-62 および p. 59 の図 3-1 も参照．また，Maddison (2007: 

384) による戦前の労働時間および教育期間で測った労働の質にかんするデータによれば，

大川・ロソフスキー（1973）の想定と同様，戦前期（1820 年から 1938 年）を通じて労働者

1 人あたりの労働時間は短縮し，労働の質は向上している．ただし，Maddlison が依拠した
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究においては，戦前期の製造業において，労働運動の活発化や工場法などの労働者保護法制
が漸進的に適用されるようになったことによって，わずかながらも労働時間の短縮が進ん
だが，それを埋め合わせるように労働強度が強化されたという議論もある。9 本稿の推計で
は，このような労働の質，労働時間，労働強度等が考慮されていないため，これらの要素が
すべて TFP上昇率に混入していることになるが，現時点では，その効果を数量的に示すこ
とはできない。 

なお，海外からの技術の導入については，戦間期は対日直接投資，高度成長期にはライセ

ンシングや企業自身の研究開発が重要な役割を果たしたと考えられる．戦間期の対日直接
投資については，深尾・攝津（2017b），戦後のライセンシングや研究開発については，深
尾・攝津（2017c）を参照されたい． 

最後に，労働者 1 人当たり資本ストック増加の寄与について考えておこう．表 3 で見た

ように，労働者 1 人当たり資本ストック増加の労働生産性上昇への寄与は，明治期の 0.45％，

大正・昭和戦前期の 0.83％から，高度成長期には 2.64％と，大幅に上昇した．この原因とし

ては，高度成長期における TFP 上昇の加速や戦後のベビーブーム労働市場参加による労働

者数増加の加速が，資本収益率を引き上げて投資を刺激したこと（深尾・攝津 2017c）に加

え，投資のために潤沢な国内貯蓄が供給されたことも，重要であったと考えられる． 

経済全体の民間投資は，事後的には民間貯蓄から，財政赤字（政府所得マイナス軍事支出

を含む政府消費プラス公的固定資本形成）および海外への貸出（経常収支黒字）を引いた値

に等しい．図 8 は，この貯蓄・投資バランスの推移を示している．経常収支については，

1970 年頃までは，ほぼ赤字の期間と黒字の期間が拮抗しており，大規模な対外借入は無か

った．この図からは，高度成長期における旺盛な民間投資を可能にしたのは，第一に民間貯

蓄の拡大であり，第二に財政赤字の縮小と黒字化であったことが分かる．財政赤字が縮小・

黒字化した主因は，太平洋戦争後，パックス・アメリカーナの下で，日本が軍事支出を大幅

に削減できたことであった（深尾・攝津 2017c）． 

 

  

                                                      
と考えられる労働時間の公式統計は，残業や早出を含む実労働時間ではなく，規定就業時間

を表しているという指摘がある（大川・ロソフスキー 1973 p. 61 注 7）.なお，Maddlison に

よる労働時間データにかんする説明は，Maddison (1995) pp. 242-243 を参照． 
9 内海（1959） p. 250． 
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図 8．日本の貯蓄投資バランス：1885-2014 

 
出所： 

1885 -1954 年：大川・高松・山本 (1974，第 6 表および第 6-A 表)，江見 (1971，第 1～7 表),  

大川他（1967，第 7 表）．1940 年以前は大川他(1974, 107－110)に従い、江見 (1971) および

大川他（1967）から政府・民間の固定資本減耗を推計し、民間粗貯蓄、一般政府財政赤字を

計算した．1940 年以前の政府は公的企業等を含む． 

1955-1979 年：内閣府「国民経済計算確報」1990 年基準・68SNA 

1980-1993 年：内閣府「国民経済計算確報」2000 年基準・93SNA 

1994-2014 年：内閣府「国民経済計算確報」2005 年基準・95SNA 

 

5．おわりに 

  最後に，本稿の分析によって得られた知見をまとめておこう．戦前における労働生産性の

上昇は，労働の質や労働時間など，十分に考慮されていない要素は残されているものの，主

に TFP の上昇によってもたらされたと結論づけることができる．これを産業別に考察する

と以下のようになる． 

戦前の第一次産業は，1899 年から 1926 年にかけて労働生産性の上昇が著しかったが，同

期間の前半部分においては，おそらくは農業技術の普及を反映して，TFP の上昇がその主要

因となっていたのに対し，後半部分については労働者 1 人あたり資本ストックおよび耕地

面積の寄与が相対的に大きかった．非第一次産業では，戦前期のほぼ全期間を通じて，TFP

の上昇が労働生産性上昇を説明する主要因であった． 
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戦後については，高度成長期に著しい労働生産性の上昇が見られたが，その成長の源泉は

やはり TFP の上昇と労働者 1 人あたり資本ストックの増加の寄与であった．これは第一次

産業においても，非第一次産業においても同様であったが，その上昇率は非第一次産業が圧

倒的に大きかった．以上見てきたように，日本の経済成長の趨勢加速は，第一に，非第一次

産業を中心に産業内での TFP 上昇が加速したこと，第二に，高度成長期を中心に労働者 1

人当たり資本ストック増加の寄与が大幅に上昇したことによって生み出されたと結論づけ

ることができる．  
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【付表1　1874-1940年】

人口1人
あたり実
質GDP
（1990年
国際ド
ル）

耕地面積
（田＋
畑，千ヘ
クター
ル）

GDP（連
鎖方式，
1934-36
年平均連
鎖価格，
100万
円）

資本財価
格指数
（1934-
1936年平
均=1）

総計
第一次産
業

鉱工業 建設
商業・
サービス
業

交通・通
信・公益

総計
第一次産
業

鉱工業 建設
商業・
サービス
業

交通・通
信・公益

総計
10歳以上
人口

15歳以上
人口

総計
第一次産
業

第二次産
業

第三次産
業

総計
第一次産
業

非第一次産
業

労働分配
率

資本分配
率

土地分配
率

労働分配
率

資本分配
率

土地分配
率

労働分配
率

資本分配
率

マクロ経
済

第一次産
業

非第一次
産業

(1) (2) (3) (4) (5) (6) (7) (8) (9) (10) (11) (12) (13) (14) (15) (16) (17) (18) (19) (20) (21) (22) (23) (24) (25) (26) (27) (28) (29) (30) (31) (32) (33) (34) (35) (36) (37)
1874 1,011 716.8 427.1 65.3 22.9 4,044.9 1,743.5 260.1 63.0 34,840 21,745 15,329 2,808 3,608 4,638
1875 35,086 21,791 15,254 2,886 3,652 4,652
1876 35,408 21,885 15,210 2,972 3,703 4,665
1877 35,713 21,995 15,176 3,062 3,757 4,682
1878 36,019 22,093 15,131 3,153 3,810 4,691
1879 36,215 22,150 15,055 3,240 3,855 4,721
1880 36,541 22,161 14,945 3,323 3,893 4,749
1881 36,845 22,225 14,874 3,413 3,938 4,756
1882 37,164 22,234 14,760 3,499 3,975 4,770
1883 37,573 22,327 14,708 3,596 4,023 4,798
1884 37,931 22,480 14,692 3,706 4,082 4,804
1885 1,087 988.5 478.2 125.7 30.9 332.2 21.5 4,773.7 1,847.9 409.2 98.3 66.4 2,351.9 38,230 28,993 25,017 22,628 14,662 3,821 4,145 9003.2 2212.3 6791.0 4,814 71.7% 13.1% 15.2% 59.0% 9.6% 31.4% 83.6% 16.4% 0.532 0.687 0.505 4,795.4
1886 1,152 978.9 448.0 136.9 29.5 341.5 23.0 5,073.6 1,982.6 464.5 95.0 68.3 2,463.2 38,343 29,106 25,001 22,669 14,602 3,910 4,158 9118.4 2228.0 6890.4 4,832 68.6% 17.1% 14.3% 57.9% 10.9% 31.2% 77.6% 22.4% 0.562 0.737 0.526 5,103.1
1887 1,162 974.4 410.8 148.6 36.2 354.9 23.9 5,162.1 2,007.7 488.6 123.9 67.7 2,474.2 38,681 29,404 25,153 22,689 14,564 4,015 4,111 9207.2 2232.2 6975.0 4,860 69.6% 17.4% 13.1% 56.9% 12.1% 31.0% 78.8% 21.2% 0.569 0.746 0.533 5,190.1
1888 1,084 941.3 369.6 158.1 31.2 356.4 26.0 4,872.4 1,900.2 485.1 103.4 70.2 2,313.5 39,136 29,804 25,491 22,870 14,522 4,215 4,133 9432.9 2234.7 7198.3 4,889 69.9% 18.0% 12.2% 56.1% 13.0% 31.0% 78.8% 21.2% 0.528 0.706 0.488 4,899.3
1889 1,103 1,009.5 371.4 190.4 35.8 385.4 26.5 5,015.1 1,701.3 539.9 117.5 69.4 2,587.0 39,571 30,187 25,817 23,076 14,478 4,276 4,323 9615.2 2253.0 7362.1 4,900 67.7% 20.5% 11.8% 56.4% 11.4% 32.2% 74.2% 25.8% 0.532 0.632 0.529 5,025.1
1890 1,166 1,244.0 544.6 183.0 36.4 451.8 28.2 5,339.0 1,918.8 525.9 127.3 72.7 2,694.3 39,876 30,480 26,064 23,263 14,419 4,412 4,432 9799.5 2277.7 7521.9 4,922 65.4% 19.8% 14.8% 58.1% 8.2% 33.7% 71.1% 28.9% 0.560 0.713 0.532 5,375.2
1891 1,100 1,142.3 460.5 174.4 38.5 439.9 29.1 5,083.2 1,877.8 526.8 139.0 73.5 2,466.0 40,219 30,794 26,327 23,416 14,456 4,540 4,420 9970.8 2295.6 7675.2 4,945 68.5% 18.0% 13.5% 56.3% 10.1% 33.5% 76.7% 23.3% 0.530 0.695 0.491 5,130.0
1892 1,158 1,210.1 490.5 186.6 33.4 468.8 30.9 5,395.5 1,944.8 524.3 111.2 76.7 2,738.5 40,558 31,108 26,594 23,561 14,467 4,605 4,489 10139.7 2323.7 7816.0 4,964 73.8% 12.4% 13.8% 55.2% 10.8% 34.0% 86.5% 13.5% 0.555 0.718 0.521 5,437.0
1893 1,152 1,229.3 480.9 204.8 34.3 476.6 32.7 5,415.6 1,896.1 543.5 115.2 82.6 2,778.2 40,915 31,353 26,865 23,687 14,458 4,679 4,550 10372.7 2337.4 8035.3 4,977 72.3% 14.0% 13.7% 53.7% 11.2% 35.1% 84.2% 15.8% 0.551 0.699 0.522 5,446.7
1894 1,268 1,461.9 607.7 228.1 41.5 544.0 40.5 6,015.7 2,055.8 588.4 128.3 97.7 3,145.5 41,302 31,617 27,151 23,813 14,483 4,711 4,619 10555.9 2339.6 8216.3 5,003 65.5% 19.2% 15.2% 53.0% 10.3% 36.7% 74.4% 25.6% 0.605 0.755 0.580 6,037.3
1895 1,272 1,602.2 630.3 270.4 48.4 601.1 52.0 6,092.1 2,085.6 634.2 130.1 116.5 3,125.7 41,714 31,905 27,462 23,915 14,532 4,695 4,688 10776.7 2374.2 8402.5 5,034 64.1% 22.4% 13.5% 54.9% 10.7% 34.4% 70.1% 29.9% 0.607 0.762 0.581 6,115.0
1896 1,198 1,668.1 616.6 301.4 64.6 627.1 58.5 5,801.3 1,899.0 664.1 162.8 126.2 2,949.2 42,172 32,221 27,795 24,054 14,632 4,640 4,783 11095.1 2407.3 8687.7 5,059 64.3% 22.9% 12.8% 54.8% 10.7% 34.6% 69.9% 30.1% 0.570 0.689 0.558 5,804.8
1897 1,198 1,994.7 719.0 370.5 95.8 733.9 75.5 5,865.1 1,820.6 727.8 205.5 151.9 2,959.4 42,634 32,545 28,139 24,207 14,635 4,714 4,858 11481.9 2428.7 9053.2 5,090 64.8% 22.5% 12.7% 54.9% 9.8% 35.4% 70.4% 29.6% 0.566 0.659 0.565 5,847.6
1898 1,404 2,553.8 1,071.5 429.5 101.1 865.7 85.9 6,954.0 2,293.7 830.6 210.5 155.9 3,463.2 43,116 32,791 28,406 24,372 14,693 4,743 4,935 11781.4 2447.8 9333.6 5,122 63.3% 21.1% 15.6% 54.3% 8.6% 37.1% 69.9% 30.1% 0.667 0.825 0.641 6,976.7
1899 1,324 2,335.2 840.5 465.4 92.8 841.3 95.2 6,633.5 2,089.4 823.5 203.5 165.9 3,351.1 43,636 33,209 28,737 24,478 14,773 4,678 5,026 11986.6 2448.1 9538.5 5,175 66.4% 21.7% 11.9% 56.6% 10.4% 33.0% 71.9% 28.1% 0.628 0.747 0.620 6,624.6
1900 1,335 2,618.5 962.5 476.8 98.3 964.5 116.5 6,774.9 2,196.2 819.1 196.6 188.9 3,374.1 44,174 33,532 29,010 24,586 14,803 4,651 5,132 12283.4 2454.0 9829.4 5,200 62.2% 25.6% 12.2% 56.7% 10.1% 33.3% 65.4% 34.6% 0.636 0.783 0.615 6,778.5
1901 1,359 2,640.2 972.2 477.2 100.5 973.5 116.8 6,984.0 2,309.7 845.6 204.5 197.9 3,426.3 44,731 33,786 29,235 24,702 14,812 4,685 5,205 12512.3 2480.1 10032.2 5,224 64.2% 23.8% 12.0% 57.1% 10.4% 32.5% 68.4% 31.6% 0.650 0.821 0.619 6,996.1
1902 1,266 2,552.8 905.6 458.4 91.7 983.4 113.6 6,585.5 2,015.0 813.0 199.9 200.2 3,357.4 45,296 34,123 29,522 24,817 14,877 4,656 5,284 12748.8 2505.0 10243.8 5,243 64.8% 23.5% 11.7% 57.5% 9.4% 33.1% 68.8% 31.2% 0.605 0.713 0.599 6,564.6
1903 1,386 2,932.3 1,138.8 492.4 101.1 1,080.5 119.5 7,296.6 2,458.9 856.7 213.7 205.1 3,562.3 45,835 34,421 29,818 24,969 14,860 4,769 5,340 13011.5 2541.3 10470.2 5,244 63.0% 23.7% 13.3% 56.4% 9.2% 34.4% 67.1% 32.9% 0.667 0.869 0.623 7,325.5
1904 1,370 3,074.5 1,172.1 506.4 74.6 1,176.9 144.4 7,292.0 2,540.4 843.9 163.7 237.9 3,506.1 46,330 34,757 30,141 25,102 14,881 4,832 5,389 13254.6 2539.2 10715.4 5,282 62.7% 24.3% 13.0% 56.3% 9.7% 34.0% 66.7% 33.3% 0.661 0.895 0.603 7,336.5
1905 1,328 3,220.9 1,008.1 592.3 89.4 1,344.7 186.4 7,138.9 2,114.7 895.5 185.2 277.6 3,665.9 46,812 35,130 30,418 25,163 14,905 4,671 5,588 13563.6 2581.0 10982.6 5,300 60.6% 29.2% 10.2% 56.3% 11.0% 32.7% 62.5% 37.5% 0.638 0.742 0.630 7,139.3
1906 1,465 3,734.3 1,271.5 739.0 117.2 1,387.8 218.7 7,954.9 2,418.6 1,039.0 226.1 338.4 3,932.8 47,286 35,516 30,667 25,268 14,928 4,699 5,641 13995.1 2662.8 11332.3 5,320 60.3% 28.4% 11.3% 56.2% 10.7% 33.2% 62.4% 37.6% 0.702 0.844 0.683 7,963.3
1907 1,483 4,147.5 1,503.4 830.0 179.8 1,382.0 252.3 8,140.3 2,571.6 1,145.1 307.6 383.9 3,732.0 47,788 35,811 30,897 25,414 15,023 4,760 5,631 14428.7 2732.8 11695.9 5,400 63.4% 24.1% 12.5% 55.0% 10.6% 34.4% 68.2% 31.8% 0.711 0.888 0.677 8,167.7
1908 1,482 4,179.6 1,504.9 791.7 162.0 1,457.7 263.3 8,229.3 2,608.7 1,131.6 274.9 443.3 3,770.8 48,337 36,186 31,135 25,499 14,999 4,824 5,677 14879.4 2766.3 12113.1 5,440 62.9% 25.3% 11.8% 56.5% 10.7% 32.8% 66.5% 33.5% 0.710 0.898 0.671 8,258.9
1909 1,467 4,072.8 1,352.5 814.7 160.6 1,472.3 272.6 8,249.4 2,620.4 1,178.7 291.0 454.5 3,704.8 48,948 36,565 31,435 25,540 14,949 4,881 5,710 15405.1 2828.8 12576.3 5,533 63.8% 25.8% 10.5% 56.7% 11.8% 31.5% 67.3% 32.7% 0.702 0.896 0.660 8,279.7 0.620
1910 1,457 4,091.9 1,288.8 865.8 162.2 1,476.3 298.9 8,301.7 2,495.4 1,256.3 296.2 489.9 3,763.8 49,603 37,044 31,802 25,609 14,967 4,819 5,823 15881.8 2885.5 12996.4 5,579 62.3% 27.9% 9.8% 57.4% 11.4% 31.2% 64.5% 35.5% 0.697 0.849 0.671 8,322.6 0.561
1911 1,509 4,756.8 1,688.0 908.6 176.6 1,649.7 333.9 8,718.0 2,657.5 1,290.2 314.2 518.8 3,937.3 50,293 37,572 32,173 25,737 15,045 4,898 5,794 16491.8 2933.6 13558.2 5,631 61.3% 26.5% 12.2% 55.9% 9.8% 34.3% 64.3% 35.7% 0.722 0.897 0.688 8,745.6 0.563
1912 1,522 5,250.9 1,939.9 1,005.0 194.5 1,739.3 372.2 8,914.2 2,650.8 1,395.4 325.2 534.8 4,008.0 51,002 38,076 32,526 25,918 15,109 4,966 5,843 17132.0 2985.5 14146.5 5,684 60.8% 25.9% 13.3% 55.2% 8.8% 36.0% 64.1% 35.9% 0.724 0.888 0.695 8,923.1 0.692
1913 1,529 5,485.6 1,977.1 1,130.3 200.9 1,788.3 389.1 9,081.8 2,686.4 1,567.8 338.7 557.0 3,931.9 51,727 38,585 32,947 26,098 15,142 5,082 5,874 17,864.6 3,031.7 14,832.9 5,708 60.6% 26.4% 13.0% 54.9% 9.0% 36.1% 63.8% 36.2% 0.724 0.897 0.692 9,086.1 0.712
1914 1,483 5,044.7 1,549.4 1,131.9 192.9 1,760.1 410.5 8,932.1 2,932.1 1,609.2 346.4 605.8 3,438.6 52,446 39,022 33,315 26,290 15,242 5,011 6,038 18,368.8 3,071.7 15,297.1 5,736 61.5% 29.0% 9.5% 57.6% 11.3% 31.1% 63.2% 36.8% 0.705 0.972 0.638 8,966.1 0.650
1915 1,580 5,322.5 1,492.4 1,336.2 204.2 1,822.8 466.8 9,641.5 2,908.7 1,883.0 350.5 584.2 3,915.1 53,135 39,468 33,760 26,473 14,760 5,288 6,425 18,796.9 3,119.3 15,677.6 5,777 57.5% 33.6% 9.0% 56.1% 11.9% 32.0% 58.0% 42.0% 0.743 0.978 0.685 9,703.4 0.758
1916 1,779 6,812.8 1,841.5 1,969.5 198.2 2,180.1 623.4 10,983.4 3,182.3 2,186.5 289.9 626.2 4,698.6 53,743 39,803 34,178 26,739 14,773 4,918 7,048 19,356.9 3,190.5 16,166.4 5,826 53.5% 37.7% 8.8% 55.5% 12.1% 32.4% 52.8% 47.2% 0.830 1.064 0.773 11,066.8 0.994
1917 1,849 9,126.7 2,510.8 2,659.8 255.9 2,855.1 845.1 11,528.2 3,102.1 2,307.7 281.3 664.9 5,172.1 54,273 40,218 34,556 26,949 14,814 5,672 6,463 20,220.4 3,257.3 16,963.2 5,878 52.7% 37.6% 9.7% 53.2% 11.6% 35.2% 52.5% 47.5% 0.851 1.030 0.811 11,623.6 1.388
1918 1,870 12,181.8 3,750.0 3,657.6 357.2 3,300.2 1,116.6 11,783.9 3,001.6 2,448.6 305.2 734.8 5,293.6 54,864 40,703 34,938 27,113 14,246 5,888 6,979 21,413.0 3,320.8 18,092.2 5,941 56.7% 31.2% 12.1% 49.5% 11.1% 39.4% 59.9% 40.1% 0.835 1.011 0.795 11,855.3 1.679
1919 2,025 16,422.1 5,626.4 4,424.8 492.8 4,660.4 1,217.7 12,897.7 3,253.4 2,471.3 358.8 851.1 5,963.1 55,464 41,323 35,354 27,136 14,283 5,867 6,986 22,788.3 3,390.7 19,397.6 5,971 61.2% 25.4% 13.4% 51.7% 9.3% 39.1% 66.2% 33.8% 0.896 1.089 0.851 12,963.7 1.558
1920 1,870 16,128.4 4,667.3 3,928.7 692.4 5,087.0 1,753.0 12,049.1 3,226.8 2,315.8 348.2 1,072.2 5,086.1 56,090 41,736 35,619 27,261 14,362 5,933 6,967 24,095.8 3,462.7 20,633.1 5,998 64.9% 25.9% 9.2% 55.8% 12.3% 31.9% 68.6% 31.4% 0.826 1.073 0.761 12,165.8 1.818
1921 2,040 15,855.4 4,446.3 3,508.2 695.7 5,385.8 1,819.5 13,307.6 2,924.4 2,474.7 420.9 1,375.7 6,111.9 56,785 42,262 35,923 27,397 14,405 5,647 7,344 25,054.4 3,586.6 21,467.9 6,001 67.5% 23.6% 8.9% 57.1% 11.2% 31.7% 71.6% 28.4% 0.890 0.967 0.881 13,290.9 1.349
1922 2,040 16,209.2 4,052.9 3,712.1 787.2 5,725.4 1,931.7 13,475.2 2,985.9 2,735.2 475.8 1,514.9 5,763.4 57,510 42,840 36,357 27,616 14,348 5,879 7,389 25,880.4 3,679.6 22,200.9 6,007 67.4% 25.9% 6.6% 61.8% 11.6% 26.5% 69.3% 30.7% 0.886 0.986 0.868 13,464.7 1.405
1923 2,040 16,550.0 4,230.6 3,671.2 847.1 5,797.3 2,003.8 13,660.4 2,907.4 2,660.5 495.5 1,546.5 6,050.5 58,305 43,470 36,863 27,831 13,708 6,240 7,883 26,383.7 3,794.1 22,589.7 5,964 64.2% 28.1% 7.8% 57.7% 12.0% 30.3% 66.4% 33.6% 0.870 0.985 0.849 13,624.8 1.418
1924 2,086 17,483.8 4,577.2 3,857.5 850.8 6,076.3 2,122.1 14,154.6 3,002.6 2,750.7 511.5 1,703.5 6,186.3 59,088 44,120 37,420 28,076 14,121 6,238 7,717 26,944.3 3,880.5 23,063.9 5,927 63.6% 28.0% 8.4% 57.0% 11.0% 32.0% 66.0% 34.0% 0.898 1.000 0.881 14,114.9 1.366
1925 2,147 18,253.3 4,827.1 3,940.5 878.0 6,366.0 2,241.8 14,794.2 3,266.2 2,879.2 594.0 1,900.0 6,154.9 59,986 44,733 37,970 28,301 14,020 6,293 7,989 27,577.2 3,972.3 23,605.0 5,914 64.1% 27.8% 8.1% 58.8% 10.7% 30.5% 66.0% 34.0% 0.926 1.090 0.890 14,787.9 1.219
1926 2,112 17,681.2 4,127.8 3,858.1 891.6 6,493.8 2,309.9 14,790.8 3,010.4 3,081.5 630.9 2,018.6 6,049.4 60,969 45,364 38,555 28,565 14,025 6,383 8,157 28,372.5 4,065.5 24,306.9 5,911 66.5% 26.6% 6.9% 60.3% 10.2% 29.5% 68.4% 31.6% 0.906 1.002 0.890 14,728.4 1.137
1927 2,105 17,149.9 3,928.7 3,818.6 850.4 6,338.3 2,214.0 14,962.6 3,206.6 3,234.9 608.6 1,944.6 5,967.9 61,891 45,928 39,158 28,820 14,175 6,659 7,986 29,217.9 4,174.0 25,043.9 5,920 67.7% 26.3% 6.0% 63.2% 10.5% 26.4% 69.0% 31.0% 0.906 1.057 0.875 14,921.2 1.121
1928 2,235 18,052.3 3,703.5 4,351.4 876.5 6,788.7 2,332.1 16,124.8 3,136.5 3,579.5 639.8 2,044.5 6,724.6 62,810 46,473 39,762 29,062 14,252 6,625 8,185 29,984.1 4,285.7 25,698.4 5,936 66.7% 27.4% 5.9% 59.9% 11.5% 28.6% 68.5% 31.5% 0.962 1.027 0.952 16,055.1 1.115
1929 2,305 18,421.1 3,647.2 4,751.7 868.0 6,763.2 2,391.0 16,865.6 3,164.1 4,085.3 631.2 2,149.8 6,835.2 63,706 47,004 40,395 29,312 14,260 6,654 8,398 30,748.2 4,389.0 26,359.1 5,942 64.0% 30.8% 5.2% 63.0% 10.6% 26.5% 64.2% 35.8% 0.989 1.032 0.985 16,784.7 1.105
1930 2,097 15,558.8 2,516.8 3,901.0 758.6 6,141.7 2,240.7 15,581.9 3,296.0 4,087.1 669.9 2,227.2 5,301.6 64,700 47,857 41,029 29,620 14,238 6,683 8,699 31,409.5 4,504.5 26,905.1 5,962 62.6% 33.6% 3.7% 65.9% 11.0% 23.0% 62.0% 38.0% 0.895 1.073 0.865 15,461.9 0.954
1931 2,089 13,938.4 2,114.0 3,614.3 642.7 5,464.5 2,103.0 15,759.4 2,895.6 4,347.5 613.2 2,227.7 5,675.5 65,699 48,560 41,622 29,952 14,356 6,649 8,947 31,955.7 4,604.5 27,351.2 5,999 63.2% 32.8% 4.0% 61.4% 12.3% 26.3% 63.5% 36.5% 0.899 0.934 0.892 15,750.0 0.856
1932 2,220 15,260.8 2,557.1 4,125.2 654.6 5,840.7 2,083.2 16,999.1 3,227.3 4,316.9 604.6 2,135.6 6,714.7 66,681 49,283 42,149 30,215 14,490 6,416 9,309 32,565.6 4,699.4 27,866.2 6,037 62.4% 32.7% 4.9% 57.9% 12.6% 29.5% 63.3% 36.7% 0.958 1.030 0.944 16,970.4 0.889
1933 2,382 17,318.9 3,093.8 4,658.9 924.6 6,517.3 2,124.4 18,504.1 3,545.9 4,748.4 785.9 2,111.8 7,312.0 67,649 50,042 42,662 30,671 14,497 6,521 9,653 33,392.1 4,792.6 28,599.6 6,074 62.9% 32.0% 5.1% 58.3% 13.3% 28.4% 63.9% 36.1% 1.018 1.127 0.997 18,469.1 0.984
1934 2,362 18,189.5 2,816.2 5,226.3 927.7 6,958.1 2,261.2 18,594.6 3,001.8 5,230.2 825.4 2,236.8 7,300.4 68,543 50,782 43,131 31,084 14,405 6,783 9,896 34,445.8 4,870.3 29,575.5 6,087 60.6% 34.2% 5.2% 54.1% 12.3% 33.6% 61.8% 38.2% 0.999 0.955 1.007 18,596.0 0.990
1935 2,406 19,381.6 3,159.7 5,844.9 1,023.7 6,982.6 2,370.6 19,194.5 3,151.9 5,807.1 1,028.0 2,485.0 6,722.5 69,466 51,552 43,843 31,645 14,392 7,172 10,081 35,689.3 4,952.5 30,736.8 6,104 59.7% 34.8% 5.5% 53.5% 12.4% 34.0% 60.9% 39.1% 1.000 1.000 1.000 19,194.5 0.992
1936 2,507 21,038.6 3,575.7 6,141.9 1,476.1 7,358.5 2,486.4 20,221.8 3,342.2 5,977.7 1,256.5 2,423.4 7,222.1 70,242 52,213 44,311 32,059 14,583 7,227 10,249 37,021.5 5,042.2 31,979.3 6,130 59.9% 34.5% 5.6% 54.5% 12.7% 32.9% 61.0% 39.0% 1.031 1.049 1.028 20,222.1 1.018
1937 2,563 24,137.7 4,027.4 7,313.6 1,781.9 8,083.6 2,931.2 20,817.4 3,373.8 5,928.7 1,367.1 2,479.7 7,668.1 70,725 52,594 44,509 32,156 14,311 7,720 10,126 38,438.9 5,096.3 33,342.6 6,142 59.2% 35.5% 5.4% 55.4% 12.2% 32.3% 59.9% 40.1% 1.038 1.068 1.032 20,815.4 1.289
1938 2,677 27,686.6 4,219.3 9,837.7 1,896.3 8,574.0 3,159.4 21,863.0 3,216.3 7,227.2 1,333.5 2,592.0 7,493.9 71,103 52,950 44,733 32,290 14,199 8,226 9,866 40,176.6 5,175.7 35,000.9 6,124 57.1% 37.9% 5.0% 53.9% 13.5% 32.7% 57.7% 42.3% 1.064 1.021 1.072 21,848.0 1.501
1939 3,021 34,015.6 6,072.4 12,463.3 2,357.7 9,552.4 3,569.7 24,815.6 3,412.2 8,308.8 1,465.8 2,802.9 8,825.9 71,517 53,564 45,208 32,652 14,186 8,512 9,955 42,865.6 5,289.4 37,576.2 6,123 58.4% 35.8% 5.8% 54.5% 13.1% 32.4% 59.3% 40.7% 1.165 1.081 1.181 24,753.4 1.605
1940 3,071 39,258.8 6,668.0 14,588.9 2,810.6 11,097.3 4,094.0 25,346.0 3,266.5 8,795.9 1,408.0 2,993.0 8,882.5 71,869 53,911 45,509 32,942 14,173 8,729 10,040 45,668.9 5,391.3 40,277.6 6,122 56.6% 37.8% 5.7% 50.1% 16.6% 33.3% 57.9% 42.1% 1.149 1.032 1.173 25,205.0 1.798

第一次産業分配率（％）
非第一次産業分配率

（％）
全要素生産性：1935年＝1

201.5 1,978.4

名目GDP（100万円） 実質GDP（固定基準年方式，1934-36年平均価格，100万円） 人口（千人） 有業者数（千人）
資本ストック（1934-36年平均価

格，100万円）
マクロ経済分配率（％）
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【付表2　1937-1970年】
人口1人
あたり実
質GDP
（1990年
国際ド
ル）

耕地面積
（田＋
畑，千ヘ
クター
ル）

GDP（連
鎖方式，
1970年価
格，100
万円）

資本財価
格指数
（1970年
=1）

総計
第一次産
業

第二次産
業

第三次産
業

総計
第一次産
業

第二次産
業

第三次産
業

総計
生産年齢
人口（注
参照）

総計
第一次産
業

第二次産
業

第三次産
業

総計
第一次産
業

非第一次産
業

労働分配
率

資本分配
率

土地分配
率

労働分配
率

資本分配
率

土地分配
率

労働分配
率

資本分配
率

マクロ経
済

第一次産
業

非第一次
産業

(1) (2) (3) (4) (5) (6) (7) (8) (9) (10) (11) (12) (13) (14) (15) (16) (17) (18) (19) (20) (21) (22) (23) (24) (25) (26) (27) (28) (29) (30) (31) (32)
1937 2,563 24.1 4.0 9.1 11.0 14,380.2 3,922.4 2,995.8 7,462.0 70,725 44,509 32,156 14,311 7,720 10,126 19,484.6 4,616.6 15,120.7 6,142 59.2% 35.5% 5.4% 55.4% 12.2% 32.3% 59.9% 40.1% 0.450 0.920 0.513 13,285.8 1.289
1938 2,677 27.7 4.2 11.7 11.7 14,671.0 3,739.3 3,515.1 7,416.5 71,103 44,733 32,290 14,199 8,226 9,866 20,365.5 4,688.6 15,872.7 6,124 57.1% 37.9% 5.0% 53.9% 13.5% 32.7% 57.7% 42.3% 0.461 0.880 0.533 13,944.9 1.501
1939 3,021 34.0 6.1 14.8 13.1 16,531.7 3,967.1 4,013.6 8,551.1 71,517 45,208 32,652 14,186 8,512 9,955 21,728.5 4,791.5 17,040.6 6,123 58.4% 35.8% 5.8% 54.5% 13.1% 32.4% 59.3% 40.7% 0.505 0.932 0.587 15,799.3 1.605
1940 3,071 39.3 6.7 17.4 15.2 16,720.0 3,797.7 4,189.9 8,732.5 71,869 45,509 32,942 14,173 8,729 10,040 23,149.5 4,883.9 18,265.7 6,122 59.9% 35.7% 4.4% 69.6% 4.6% 25.8% 57.9% 42.1% 0.498 0.890 0.583 16,087.6 1.798
1941 3,136 44.8 6.3 20.7 17.8 16,951.8 3,499.9 4,392.3 9,059.7 72,218 33,018 14,243 9,297 9,478 24,101.9 4,846.2 19,255.7 6,101 57.5% 39.1% 3.4% 71.1% 4.9% 24.0% 55.2% 44.8% 0.500 0.818 0.593 16,432.3 1.872
1942 3,106 55.8 7.4 28.0 20.5 17,068.9 3,722.9 4,378.8 8,967.2 72,880 32,676 13,893 9,863 8,920 24,917.8 4,860.7 20,057.0 6,077 54.5% 43.1% 2.4% 69.6% 12.2% 18.2% 52.2% 47.8% 0.497 0.886 0.578 16,458.8 2.051
1943 3,035 66.6 7.4 34.9 24.3 16,681.9 3,613.2 4,459.6 8,609.1 73,903 32,600 13,803 10,430 8,366 25,761.8 4,835.2 20,926.6 6,043 53.6% 44.3% 2.1% 68.9% 12.4% 18.6% 51.7% 48.3% 0.480 0.865 0.554 16,099.4 2.219
1944 3,029 79.0 9.0 41.0 29.1 16,172.3 3,310.0 4,553.7 8,308.5 73,064 42,756 32,809 13,983 11,001 7,824 26,221.4 4,770.5 21,450.9 5,966 53.0% 45.3% 1.6% 76.4% 9.2% 14.4% 50.0% 50.0% 0.463 0.788 0.538 15,717.4 3.979
1945 2,313 13,132.1 2,714.7 2,330.9 8,086.5 71,998 41,821 29,525 14,752 7,928 6,845 19,047.2 4,620.2 14,427.0 5,741 59.8% 39.2% 1.0% 90.6% 3.7% 5.7% 53.4% 46.6% 0.457 0.622 0.598 12,752.8
1946 1,743 481.7 123.4 169.1 189.1 10,327.3 3,060.6 1,371.5 5,895.2 73,114 43,954 31,582 15,103 8,300 8,179 19,063.4 4,645.4 14,418.0 5,766 63.2% 35.9% 0.9% 78.1% 18.4% 3.5% 58.1% 41.9% 0.339 0.687 0.393 9,862.3 0.063
1947 1,705 1,154.8 289.8 401.5 463.6 10,724.7 2,894.1 1,539.7 6,291.0 78,101 46,783 32,946 15,920 8,738 8,288 19,263.8 4,775.8 14,488.0 5,790 83.5% 15.6% 0.9% 78.8% 17.6% 3.6% 85.0% 15.0% 0.341 0.620 0.413 10,281.2 0.170
1948 1,797 2,146.4 541.0 743.3 862.1 11,566.5 3,275.9 1,659.9 6,630.8 80,002 47,862 33,776 16,046 8,632 9,098 19,792.4 4,934.9 14,857.5 5,812 76.2% 22.8% 0.9% 82.7% 13.6% 3.8% 74.0% 26.0% 0.359 0.693 0.421 11,069.7 0.313
1949 1,803 2,887.6 657.6 998.9 1,231.0 11,692.5 2,949.3 1,951.1 6,792.1 81,773 48,775 36,039 17,787 8,775 9,477 20,348.1 5,092.8 15,255.3 5,835 75.1% 24.1% 0.9% 86.9% 9.3% 3.8% 71.6% 28.4% 0.344 0.570 0.432 11,239.3 0.374
1950 2,076 3,475.4 713.7 1,165.0 1,596.7 13,475.7 3,328.5 2,561.2 7,585.9 83,200 49,661 36,526 17,233 8,617 10,677 20,978.7 5,200.5 15,778.2 5,858 74.3% 24.7% 1.0% 85.4% 9.7% 5.0% 71.4% 28.6% 0.390 0.660 0.477 12,965.3 0.423
1951 2,260 4,833.1 1,049.3 1,882.8 1,901.0 14,718.7 3,371.2 3,112.9 8,234.6 84,573 50,734 36,012 15,832 8,786 11,394 21,911.3 5,401.6 16,509.7 5,878 73.3% 25.2% 1.5% 82.0% 11.1% 6.8% 70.9% 29.1% 0.427 0.714 0.510 14,198.7 0.648
1952 2,447 5,615.7 1,177.7 2,052.9 2,385.1 16,150.3 3,943.9 3,432.5 8,773.9 85,852 51,845 36,978 16,017 9,289 11,671 23,090.7 5,562.9 17,527.8 5,893 74.9% 23.2% 1.9% 79.7% 11.4% 8.9% 73.7% 26.3% 0.453 0.825 0.525 15,549.5 0.672
1953 2,521 7,047.8 1,253.9 2,582.0 3,211.9 16,573.9 3,246.8 4,014.9 9,312.1 87,033 52,854 39,000 16,951 9,645 12,404 24,456.8 5,746.5 18,710.3 5,904 75.5% 22.4% 2.1% 74.9% 13.1% 12.0% 75.6% 24.4% 0.444 0.647 0.543 16,073.1 0.694
1954 2,569 7,762.7 1,385.9 2,716.6 3,660.2 17,075.1 3,421.0 4,235.8 9,418.3 88,293 53,805 39,473 16,464 9,950 13,058 26,172.0 5,953.5 20,218.5 5,935 74.5% 22.9% 2.6% 71.8% 13.8% 14.4% 75.1% 24.9% 0.446 0.693 0.528 16,550.0 0.674
1955 2,771 8,665.1 1,665.5 2,923.3 4,076.3 18,759.0 4,278.9 4,415.2 10,064.8 89,276 54,730 40,673 16,795 10,113 13,765 27,684.2 6,154.4 21,529.8 5,982 74.7% 21.7% 3.6% 68.3% 13.0% 18.8% 76.2% 23.8% 0.471 0.850 0.537 18,096.3 0.677
1956 2,948 9,748.8 1,599.0 3,573.0 4,576.8 19,985.3 4,174.7 5,078.9 10,731.7 90,259 56,002 41,677 16,430 10,802 14,445 29,572.7 6,453.7 23,119.1 6,013 73.0% 23.3% 3.7% 64.1% 13.0% 22.9% 74.7% 25.3% 0.488 0.835 0.552 19,366.9 0.733
1957 3,136 11,220.9 1,757.7 4,217.2 5,246.0 21,526.4 4,309.5 5,713.6 11,503.3 91,088 57,241 43,090 16,181 11,800 15,109 31,833.2 6,614.0 25,219.2 6,044 69.6% 26.3% 4.1% 61.0% 13.0% 26.0% 71.2% 28.8% 0.505 0.866 0.560 20,909.7 0.814
1958 3,289 11,864.0 1,787.6 4,325.3 5,751.1 22,945.8 4,473.6 6,041.9 12,430.3 92,010 58,433 43,591 15,614 12,478 15,499 34,281.5 6,821.6 27,460.0 6,064 71.0% 24.7% 4.3% 58.2% 13.4% 28.4% 73.3% 26.7% 0.524 0.914 0.571 22,320.7 0.736
1959 3,554 13,510.3 1,926.1 5,138.5 6,445.7 25,071.4 4,820.2 6,803.7 13,447.4 92,973 59,656 44,258 15,048 12,975 16,235 37,261.0 7,123.1 30,137.9 6,072 69.6% 25.2% 5.3% 51.3% 11.7% 37.0% 72.6% 27.4% 0.556 0.999 0.592 24,408.3 0.754
1960 3,986 16,372.6 2,101.0 6,674.8 7,596.8 28,052.2 4,950.2 8,325.6 14,776.5 93,419 60,002 45,384 14,939 13,798 16,647 41,605.2 7,492.1 34,113.1 6,072 66.7% 29.4% 3.9% 56.4% 13.4% 30.2% 68.2% 31.8% 0.596 1.024 0.632 27,450.8 0.772
1961 4,426 19,868.1 2,383.8 8,237.7 9,246.6 31,479.6 5,117.2 10,014.9 16,347.5 94,285 60,715 46,217 14,530 14,680 17,007 47,448.0 7,940.5 39,507.5 6,086 66.2% 30.4% 3.4% 58.8% 12.9% 28.3% 67.2% 32.8% 0.638 1.066 0.669 30,942.9 0.825
1962 4,777 22,512.6 2,565.7 9,159.8 10,787.1 33,903.6 5,120.8 10,953.6 17,829.2 95,178 62,261 47,141 14,109 15,497 17,535 53,888.5 8,447.6 45,440.9 6,082 67.8% 29.1% 3.1% 59.6% 13.1% 27.2% 68.8% 31.2% 0.655 1.077 0.679 33,441.3 0.831
1963 5,129 25,990.3 2,760.2 10,659.3 12,570.8 36,807.2 4,956.0 12,585.8 19,265.4 96,156 63,903 47,744 13,337 15,965 18,442 60,931.4 9,014.3 51,917.2 6,061 69.3% 28.1% 2.7% 60.6% 14.3% 25.2% 70.3% 29.7% 0.684 1.070 0.702 36,464.4 0.828
1964 5,668 30,339.8 2,897.7 12,593.7 14,848.4 41,006.1 5,052.7 14,765.6 21,187.8 97,186 65,580 48,606 12,797 16,558 19,251 69,313.7 9,628.7 59,685.0 6,042 69.2% 28.5% 2.2% 61.1% 15.5% 23.4% 70.1% 29.9% 0.728 1.109 0.739 40,740.1 0.841
1965 5,934 33,831.4 3,229.4 13,575.7 17,026.3 43,221.4 5,031.6 15,560.3 22,629.5 98,275 66,928 49,596 12,336 17,018 20,242 77,779.1 10,408.0 67,371.0 6,005 71.5% 26.3% 2.2% 61.6% 15.5% 22.9% 72.6% 27.4% 0.734 1.117 0.737 43,008.5 0.847
1966 6,506 39,174.4 3,591.5 15,435.7 20,147.2 47,792.8 5,193.7 17,395.1 25,204.0 99,054 68,112 50,806 12,032 17,442 21,332 87,410.6 11,384.8 76,025.8 5,996 70.7% 27.3% 2.1% 61.4% 16.1% 22.5% 71.6% 28.4% 0.775 1.155 0.772 47,627.2 0.872
1967 7,152 46,172.2 4,134.2 18,527.6 23,510.4 53,473.8 5,213.6 20,093.3 28,166.8 100,243 69,161 52,048 11,796 18,330 21,922 99,178.1 12,501.5 86,676.7 5,939 69.7% 28.3% 1.9% 59.9% 18.6% 21.5% 70.7% 29.3% 0.824 1.157 0.820 53,368.4 0.905
1968 7,983 54,447.0 4,300.5 22,249.7 27,896.8 59,974.2 5,005.2 23,305.1 31,663.9 101,408 70,086 52,819 11,518 18,555 22,746 114,090.1 13,995.9 100,094.2 5,897 68.1% 30.2% 1.7% 60.8% 18.0% 21.2% 68.7% 31.3% 0.879 1.105 0.878 59,918.0 0.928
1969 8,874 63,990.5 4,452.4 26,800.4 32,737.7 67,732.5 4,966.5 27,575.6 35,190.3 102,648 70,938 53,563 11,246 18,970 23,347 131,490.6 15,573.2 115,917.3 5,852 68.1% 30.5% 1.5% 60.7% 18.3% 21.0% 68.6% 31.4% 0.943 1.093 0.942 67,707.1 0.962
1970 9,714 75,759.9 4,488.0 32,672.8 38,599.1 75,759.9 4,488.0 32,672.8 38,599.1 103,720 71,566 54,432 10,736 19,207 24,489 151,049.9 17,185.1 133,864.8 5,796 68.1% 30.7% 1.2% 61.2% 18.5% 20.3% 68.5% 31.5% 1.000 1.000 1.000 75,759.9 1.000

全要素生産性：1970年＝1人口（千人）名目GDP（10億円） 実質GDP（固定基準年方式，1970年価格，100万円）
有業者（1945年以前）・就業者数（1946

年以降）（千人）
資本ストック（1970年価格，100

万円）
マクロ経済分配率（％） 第一次産業分配率（％）

非第一次産業分配率
（％）
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【付表1　1874-1940年】の注，出所

(1)
(3)-(5), (7)
(6)

(8)-(13)

(14)
(15)-(16)

(17)-(20)

(21)-(23)

(24)

(25)-(27)

(28)-(30)

(31)-(32)
(33)-(35)
(36)
(37)

【付表2　1937-1970年】データの注，出所

(1)

(2)-(5)

(6)-(9)

(10)

(11)

(12)-(15)

(16)-(18)

(19)-(27)

(28)-(30)
(31)

(32)

1955年以降は平成2年基準国民経済計算による．1946-1955年は1955年において昭和40年基準改定国民所得統計，1952年において「日本経済と国民所得」（経済審議庁）にリンクさせた．また，1937-1944年については1937-1940年は

付表1と同一とし，1940年において「日本経済と国民所得」（経済審議庁）にリンクさせた．

1955年以降は平成2年基準国民経済計算の部門別付加価値デフレーターを1970年=1に変換して実質化した．1940-1955年については1955年において溝口・野島（1993）にリンクさせた．また，1937-1939年については1940年の実質

GDPを付表1の実質GDP（固定基準年方式，1934-36年平均価格，100万円，系列(8)-(13)）の伸び率で遡及した．

1937-1940は年末現在人口．推計方法については袁他（2009）第6節を参照のこと．1941年以降は総務省の人口推計による．1944年は2月22日現在，1945年は11月1日現在，1946年は4月26日現在，それ以降は10月1日現在である．た

だし，総務省の人口推計では，総人口の推計と，年齢別人口推計の二系列があり，1944年から46年にかけての両者の数値は食い違っている．ここでは年齢別推計のない1941年から43年にかけては総人口推計の系列を，1944年から

1946年にかけては，年齢別人口推計の系列をとった．1947年から1971年は沖縄県を含まない．

1937年から40年は16歳以上人口．1944年から46年は16歳以上66歳未満人口．なお，1946年以前の数値については(10)の注も参照．

(16)-(18)の資本ストック推計作業において整備した資産別デフレーターと部門別・資産別投資額を利用し、部門別・資産別投資シェア（付表1は1934-1936年平均、付表2は1970年）を固定ウェイトとし資産別デフレーターを加重平

均することにより推計した。なお、（16)-(18)で言及したように、LTESを流用している農林水産業、特に農業については投資額が利用できない（LTESの農業資本ストックはストック法により推計されている）。よって、農林水産

業における投資はウェイトの計算からは除外している点は注意が必要である。

1955年以降は平成2年基準国民経済計算による．第一次産業の1937-40年については付表1と同一，1941-1945年については1940年の有業者数を「三訂　農林水産業就業人口の推計（1945-1958年）」（農林水産省，1959）の農林水産

業就業者伸び率で延長推計した．1946-1954年は平成2年基準国民経済計算の農林水産業就業者数を先述した農林水産省データにより遡及推計した．また，第二，三次産業の1937-1940年ついては付表1と同一，1941-1945年は1940年
の有業者を「日本経済と国民所得」（経済審議庁）で延長，1946-1954年は平成2年基準国民経済計算の就業者数を「日本経済と国民所得」（経済審議庁），労働力調査により遡及した．

推計の基本としたのは「資産項目別民間企業粗資本ストックの推計：昭和20年～39年」（経済企画庁経済研究所，1966）であり，これは1945年から1970年における民間企業粗資本ストックを恒久棚卸法により推計している．この

推計に対して1）1940-1945年，1964-1970年について同様の方法で補外推計，2）推計対象外の農林水産業資本ストック（非企業分）としてLTES「資本ストック」第3，4表を一部修正・追加推計して利用，3）推計対象外である政府

部門（現業・非現業，社会資本等全て含む），住宅を新たにPI法で推計，4）1960年価格表示を1970年価格表示に変更，5）LTESと同様に定額法により純資産を推計，という修正・追加推計を加えているのが本系列である．LTESを
流用している農林水産業を除き、本系列は恒久棚卸法により推計している一方、付表1の資本ストックは基本的にLTESによるものであり，多くの資本ストックがストック法により推計されている。このように推計方法が異なるた

め両者を直接比較したり接続することはできないため、1937-1939年については付表1の資本ストック（系列(21)-(23)）の伸び率を利用して簡易推計している。より詳細な解説は牧野（2019）を参照．

付表1と同様の方法で推計した．ただし，1940年以降の第一次産業の各分配率は速水（1973）による1950年以降の推計方法に準拠しているため，速水（1973）による1940年以前の推計方法に基づく1939年以前の系列とは断層が生じ

ているが，特に補正はしていない．

推計方法は本文第2節を参照．

本文 (3) による連鎖実質GDP算出方法により，1970年名目GDPを起点として遡及推計した．これは(6)で示した固定基準年方式の実質GDPとは一致しない．

攝津・Bassino・深尾 (2016)に基づく．

Ohkawa and Shinohara (1979，pp.273-275）に固定資本減耗を加えた値を使って，ベンチマーク年に関する攝津・Bassino・深尾 (2016)の推計値を補間した．GDPの補間方法については深尾・攝津（2017）の注5を参照．

攝津 (2009）の付表の誤りを訂正した値（https://hermes-ir.lib.hit-u.ac.jp/rs/handle/10086/19558 を参照）に固定資本減耗および帰属家賃を加えた値を使って，攝津・Bassino・深尾 (2016)の推計値を補完した．

Ohkawa and Shinohara (1979)では，1890年がGDP（名目，実質とも）のピークにあたり，1885年から1890年の成長率が極端に高くなっているため，1874年から1890-1892年平均の名目および実質GDP成長率を使って1885年の値を計算

し，1885年と1890年を接続した．

年末現在人口．推計方法については，袁他（2009）第6節を参照のこと．

付表1の系列(1)と同様．なお，1955年以降はNew Maddison Project Database 2013 (https://www.rug.nl/ggdc/historicaldevelopment/maddison/releases/maddison-project-database-2013）に基づく．この系列と実質GDP（固定基準年方式，1970年
価格，10億円，系列(8)），人口（系列(14)）から算出できる1人あたりGDP系列とは一致しないが，この差は，1)人口についてNew Maddison Project Database系列が沖縄を含む年央人口としているのに対し，人口（系列(14)）では10
月1日現在の人口(1971年まで沖縄を含まない)を使っていること，2)GDPについてNew Maddison Project Databaseが1972年の沖縄返還以前も沖縄を含んでいるのに対し，系列(8)は1972年以前は沖縄を含まないこと，等に起因する．

1940-1970年の資本ストック推計作業において整備した部門別・資産別投資デフレーターを，部門別・資産別投資シェア（1934-1936年平均）をウェイトとして加重平均して推計した．詳細は付表2の注，出所を参照．

推計方法は本文第2節を参照．

本文 (3) 式による連鎖実質GDP算出方法により，1935年の実質GDP（1934－36年平均価格）を前後年に延長推計した．これは(8)で示した固定基準年方式の実質GDPとは一致しない．

生産年齢人口として，10歳以上人口もしくは15歳以上人口を使った．梅村他（1988， pp.166-171， 第1表および第2表）から両階級の総人口に対する比率を求め，（14）の人口に乗じて算出．

全産業トータルの有業人口は，梅村他（1988）．産業別有業人口はFukao et al. (2015) の推計値を修正したもの．Fukao et al. (2015)では，府県別に副業込み有業人口を推計しその合計値を全国値としていたが，ここでは全国値で推計

した副業込み有業人口を採用した．

農業の農具，非住宅建物構築物以外は大川他（1966）の純資本を利用した．大川他（1974）刊行時に農具ストックから小農具が除かれ，その修正と整合的な非住宅建物構築物が再推計されているが，本表の系列はこれらの修正・

再推計を反映している．具体的には大川他（1974， p. 92， 表5-18）の小農具粗資本の半額を純資本とし，これを大川他（1966）の農具純資本から控除したものを修正農具純資本とした．また，大川他（1974， p. 92， 表5-18）の

非住宅建物構築物粗資本の半額を純資本とし修正非住宅建物構築物とした．農具，非住宅建物構築物とも粗資本の半額を純資本としたが，この根拠については大川他（1966， pp. 114， pp. 107-108）を参照．

農業の要素分配率は速水（1973， p. 37， 表2-7）の5カ年平均値が利用できるが，同書付録Bの推計方法に準拠し年次系列として推計した．推計に必要なデータの多くは速水（1973， pp.205-210， 表C-4および表C-5）に掲載されて

いるが，大川他（1966），大川他（1974），梅村他（1966）で適宜補った．なお，資本分配率を計算する際に必要となる資本ストック（粗資本，時価評価）は(21)-(23)で述べたような農業資本の修正が反映されている．また，農業

の要素分配率をそのまま第一次産業の要素分配率としていることから，農業と林業，水産業の要素分配率が等しいと仮定していることになる点は注意が必要である．

大川・南編 (1975，pp. 616-617，付表18) による．

速水 (1973， pp. 205-207， 付録表C-4)の耕地（田＋畑）面積を利用した．

第一次産業と非第一次産業の分配率の加重平均値．本来2産業の要素価格表示GDPをウェイトとして使うべきだが，市場価格表示GDPをウェイトとしている．なお，土地分配率は第一次産業における土地への報酬のみを対象とし，

非第一次産業における土地への報酬は資本分配に含めている．


